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  序章～改革はこう始まった～ 
 
Radical Changes of Charitable Corporation Law 
－Reason that we decided to do 
小 山   裕 
Yutaka Koyama  
研究資料 
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公益法人制度の抜本的改革に向けた取組みについて 
平成 14年 3月 29日  







































































































公益法人制度改革前史・序章～改革はこう始まった 小山 裕  131 
がたいものとなった。それは、この制度改革が軌道に乗るか否かをかけた激しい攻防であっ
たと言えるし、有識者懇談会等を通じて、改革に関わる主要論点がほとんど示されたという
意味でも重要な時期である。だが、その経緯は、別の機会に譲ることとする。したがって、
本稿は、公益法人改革前史の序章というべき性格のものであり、改革はこうして始まったと
いうことを述べたものである。 
平成20年12月に施行された新たな公益法人制度は、基本的方向は当初の考えと同じである
が、実際にどのように動いていくかは、時間をおいて考察する必要がある。民間の非営利公
益活動の活性化という所期の目的が達成されることを願いたい。 
ただ、特別法による法人を含めた非営利法人制度全般の在り方についての検討は手つかず
のままである。しかし、それが進まない限り、真の非営利法人制度の完成はないということ
は言えるであろう。 
 
 
注 
 
1）そのような中、やや後にはなるが、2004年10月13日付けの日本経済新聞朝刊の「経済教室」に掲載
された能見善久東京大学教授の論稿は、公益法人室の真意を適切に示してくれたものと感謝したい。 
2）「行政改革大綱」をはじめ、本稿に出てくる文書は、内閣官房行政改革推進本部事務局のホームペー
ジ（http://www.gyoukaku.go.jp）で見ることができる。 
3）総務省「平成１８年度公益法人白書」第１章及び第３章。 
4）改正前の民法第６７条の規定は「①法人の業務は、主務官庁の監督に属する。②主務官庁は、法人
に対し、監督上必要な命令をすることができる。③主務官庁は、職権で、いつでも法人の業務及び
財産の状況を検査することができる。」というものであった。 
5）共同通信社は、国策会社たる同盟通信（社団法人）の解散により成立、徳島新聞社も国策としての
１県１紙による統合で成立している。 
6）例えば「新公益法人制度はやわかり」（財団法人公益法人協会。平成19年４月）第１章―１。 
 
（平成21年1月30日受付） 
